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原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

４
条

安
全
設

備
】

１
．
基

準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
多

重
性
又
は
多
様

性
及
び
独

立
性
に
つ
い
て

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
重
要
度
が
高

い
安
全
機

能
を
有
す
る
施

設
に
つ
い

て
，
単
一
故
障

が
発
生
し

た
場
合
で
あ
っ

て
，
外
部

電
源
が
利
用
で

き
な

い
場
合

に
お
い
て
も
，
そ
の
機
能

が
達
成
で
き
る

よ
う
，
多

重
性
又
は
多
様

性
及
び
独

立
性
を
有
す
る

設
計
方
針

と
す
る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
補
足

-5
【
原

子
炉
建
屋

換
気
系
（
ダ
ク

ト
）
放
射

線
モ
ニ
タ
改
造

工
事
の
概

要
に
つ
い
て
】

」
「
Ⅴ
-
1
-1
-6
 安

全
設
備

及
び
重
大
事
故

等
対
処
設

備
が
使
用
さ
れ

る
条
件
の

下
に
お
け
る
健

全
性
に
関

す
る
説
明
書
」

（
1
～
3頁

参
照
）

「
Ⅴ
-
1
-7
-1

放
射
線
管

理
用
計
測
装
置

の
構
成
に

関
す
る
説
明
書

並
び
に
計

測
範
囲
及
び
警

報
動
作
範

囲
に
関
す
る
説

明
書
」
（

1
,3
,1
5
,1
6頁

参
照
）

「
Ⅴ
-
1
-5
-3
 工

学
的
安

全
施
設
等
の
起

動
（
作
動

）
信
号
の
設
定

値
の
根
拠

に
関
す
る
説
明

書
」
（

1頁
参
照

）
「
Ⅴ
-
1
-5
-4
 発

電
用
原

子
炉
の
運
転
を

管
理
す
る

た
め
の
制
御
装

置
に
係
る

制
御
方
法
に
関

す
る
説
明

書
」
（

8,
15
,1
9頁

参
照

）
今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
多
重
性

又
は
多
様

性
及
び
独
立
性

を
有
す
る

設
計
に
影
響
が

な
い
こ
と

を
確
認
す
る
。

②
環

境
条
件
に
つ
い

て
既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
安
全
施
設
に

つ
い
て
，

通
常
運
転
時
，

運
転
時
の

異
常
な
過
渡
変

化
時
及
び

設
計
基
準
事
故

時
に
想
定

さ
れ
る
環
境
条

件
に

お
い
て

，
そ
の
機
能
を
発
揮
す
る

た
め
，
当
該
設

備
が
さ
ら

さ
れ
る
と
考
え

ら
れ
る
圧

力
，
温
度
，
湿

度
，
放
射

線
等
の
環
境
条

件
と
機
器

仕
様
と
の
比
較

等
に
よ

り
耐
性
を
確
認
し
た
設
計

方
針
と
す
る
こ

と
を
記
載

し
て
い
る
。

「
補
足

-5
【
原

子
炉
建
屋

換
気
系
（
ダ
ク

ト
）
放
射

線
モ
ニ
タ
改
造

工
事
の
概

要
に
つ
い
て
】

」
「
Ⅴ
-
1
-1
-6
 安

全
設
備

及
び
重
大
事
故

等
対
処
設

備
が
使
用
さ
れ

る
条
件
の

下
に
お
け
る
健

全
性
に
関

す
る
説
明
書
」

（
1
,
16
～

2
1,
23
頁
参
照
）

「
放
射
線
管
理

施
設

放
射
線
管
理
用
計

測
装
置
の

検
出
器
の
取
付

箇
所
を
明

示
し
た
図
面
（

放
射
線
管

理
用
計
測
装
置

）
」
（
第

7
-1
-5
図
参
照
）

今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
通
常
運

転
時
，
運

転
時
の
異
常
な

過
渡
変
化

時
及
び
設
計
基

準
事
故
時

に
想
定
さ
れ
る

環
境
条
件

に
お
い
て
，
耐

性
を

確
認
し

た
設
計
に
影
響
が
な
い
こ

と
を
確
認
す
る

。
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-5
【
原
子
炉
建
屋

換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射

線
モ
ニ

タ
改
造
工
事
の

概
要
に
つ
い
て
】

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
機
器

構
成
に
変

更
は
な
い
こ
と

か
ら
，
多

重
性
又
は
多
様

性
及
び
独

立
性
を
有

す
る
設
計
に
影

響
を
与
え

な
い
こ
と
を
確

認
し
た
。

ま
た
，
同
じ
「

原
子
炉
建

屋
付
属
棟
」
の

建
屋
内
へ

の
移
設

で
あ
り
，
環
境

条
件
に
変

更
が
な
い
こ
と

か
ら
，
通

常
運
転
時
，
運

転
時
の
異

常
な
過
渡
変
化

時
及
び
設

計
基
準

事
故
時
に
想
定

さ
れ
る
環

境
条
件
に
お
け

る
設
計
に

影
響
を
与
え
な

い
こ
と
を

確
認
し
た
。
【

①
,
②
】

Ⅴ
-1
-7
-
1
放

射
線
管
理
用
計
測

装
置
の
構
成
に

関
す
る

説
明
書
並
び
に

計
測
範
囲
及
び
警
報
動
作

範
囲
に

関
す
る
説
明
書

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
機
器

構
成
に
変

更
が
な
い
こ
と

を
確
認
し

た
。
【
①
】

Ⅴ
-1
-5
-
3 
工

学
的
安
全
施
設
等

の
起
動
（
作

動
）
信

号
の
設
定
値
の

根
拠
に
関
す
る
説
明
書

Ⅴ
-1
-5
-
4
発

電
用
原
子
炉
の
運

転
を
管
理
す
る

た
め
の

制
御
装
置
に
係

る
制
御
方
法
に
関
す
る
説

明
書

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
原
子

炉
建
屋
ガ

ス
処
理
系
の
作

動
回
路
に

変
更
は
な
く
，

多
重
性
を

有
す
る
設

計
に
変
更
が
な

い
こ
と
を

確
認
し
た
。
【

①
】

Ⅴ
-1
-1
-
6 
安

全
設
備
及
び
重
大

事
故
等
対
処
設

備
が
使

用
さ
れ
る
条
件

の
下
に
お
け
る
健
全
性
に

関
す
る

説
明
書

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
多
重

性
又
は
多

様
性
及
び
独
立

性
を
有
す

る
設
計
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認

し
た
。
【
①
】

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
想
定

さ
れ
る
環

境
条
件
に
お
い

て
，
耐
性

を
有
す
る
設
計

に
変
更
が

な
い
こ
と

を
確
認
し
た
。

【
②
】

放
射
線

管
理
施
設

放
射
線
管
理
用
計
測
装
置
の

検
出
器

の
取
付
箇
所
を

明
示
し
た
図
面
（
放
射
線

管
理
用

計
測
装
置
）

（
第

7-
1
-5
図

）

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
同
じ

「
原
子
炉

建
屋
付
属
棟
」

の
建
屋
内

へ
の
移
設
す
る

こ
と
を
確

認
し
た
。

【
②
】

原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

４
条

安
全
設

備
】

２
．
確

認
結
果
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３
．
ま

と
め

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
つ
い
て
，
重

要
施
設
に

要
求
さ
れ
る
多

重
性
又
は

多
様
性
及
び
独

立
性
の
設

計
に
変
更
が
な

い
こ
と
を

確
認
し
た
。
ま

た
，

安
全
施

設
に
要
求
さ
れ
る
通
常
運

転
時
，
運
転
時

の
過
渡
変

化
時
及
び
設
計

基
準
事
故

時
に
想
定
さ
れ

る
環
境
条

件
に
お
け
る
設

計
に
変
更

が
な
い
こ
と
を

確
認
し

た
。

・
安
全

設
備
を
含
め
た

重
要
施
設

及
び
安
全
施
設

に
対
す
る

多
重
性
又
は
多

様
性
及
び

独
立
性
並
び
に

環
境
条
件

の
設
計
方
針
に

変
更
な
い

た
め
，
技
術
基

準
の
適
合

性
に
影
響
を
与
え
な
い
。

・
既
工

事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設

計
を
変
更
す
る

も
の
で
は

な
い
。
ま
た
，

安
全
設
備

に
関
す
る
基
本

設
計
方
針

に
つ
い
て
も
変

更
が
な
い

こ
と
か
ら
，
審

査
対
象
条

文
と
な
ら
な
い
。

原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

４
条

安
全
設

備
】
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①

 Ⅴ
-
1
-1
-
6
 R
2 

能を有する構築物，系統及び機器（以下「安全施設」という。）に対して要求されているため，安

全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「環境条件等」については，設計が技術基準規則第14条第2項及びその解釈にて安全施設に対し

て要求されているため，安全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「操作性及び試験・検査性」のうち，操作性の考慮は，技術基準規則第38条第2項及びその解釈

にて中央制御室での操作に対する考慮が要求されており，その操作対象を考慮して安全設備を含

めた安全施設を対象とする。試験・検査性，保守点検性等の考慮は技術基準規則第15条第2項及び

その解釈にて設計基準対象施設に対して要求されており，安全設備を含めた設計基準対象施設を

対象とする。 
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原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

５
条

設
計
基

準
対

象
施

設
の

機
能

】

１
．
基

準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
東

海
発
電
所
と
の

共
用
又
は

相
互
接
続
に
係

る
設
計

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
重
要
安
全
施

設
は
，
東

海
発
電
所
と
の

間
で
原
則

共
用
又
は
相
互

に
接
続
し

な
い
設
計
と
す

る
方
針
を

記
載
し
て
い
る

。
た

だ
し
，

安
全
性
が
向
上
す
る
場
合

は
，
共
用
又
は

相
互
に
接

続
で
き
る
設
計

と
す
る
方

針
を
記
載
し
て

い
る
。

「
補
足

-5
【
原

子
炉
建
屋

換
気
系
（
ダ
ク

ト
）
放
射

線
モ
ニ
タ
改
造

工
事
の
概

要
に
つ
い
て
】

参
照
」

「
Ⅴ
-
1
-1
-6

安
全
設
備

及
び
重
大
事
故

等
対
処
設

備
が
使
用
さ
れ

る
条
件
の

下
に
お
け
る
健

全
性
に
関

す
る
説
明
書
」

（
1
,
2,
15
,
45
,4
6
,4
9,
50
,
55
～

5
8頁

参
照
）

「
Ⅴ
-
1
-7
-1

放
射
線
管

理
用
計
測
装
置

の
構
成
に

関
す
る
説
明
書

並
び
に
計

測
範
囲
及
び
警

報
動
作
範

囲
に
関
す
る
説

明
書
」
（

1
,3
,1
5
,1
6頁

参
照
）

今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
東
海
発

電
所
と
の

共
用
又
は
相
互

接
続
に
対

す
る
基
本
方
針

に
変
更
が

な
い
こ
と
を
確

認
す
る
。

②
保

守
点
検
（
試
験

及
び
検
査

を
含
む
。
）
に

係
る
設
計

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
設
計
基
準
対

象
施
設
は

，
そ
の
健
全
性

及
び
能
力

を
確
認
す
る
た

め
，
発
電

用
原
子
炉
の
運

転
中
又
は

停
止
中
に
必
要

な
箇

所
の
保

守
点
検
（
試
験
及
び
検
査

を
含
む
。
）
が

可
能
な
構

造
と
し
，
か
つ

，
そ
の
た

め
に
必
要
な
配

置
，
空
間

及
び
ア
ク
セ
ス

性
を
備
え

た
設
計
と
す
る

方
針
を

記
載
し
て
い
る
。

「
補
足

-5
【
原

子
炉
建
屋

換
気
系
（
ダ
ク

ト
）
放
射

線
モ
ニ
タ
改
造

工
事
の
概

要
に
つ
い
て
】

参
照
」

「
Ⅴ
-
1
-1
-6

安
全
設
備

及
び
重
大
事
故

等
対
処
設

備
が
使
用
さ
れ

る
条
件
の

下
に
お
け
る
健

全
性
に
関

す
る
説
明
書
」

（
1
,
2,
26
,
29
～

3
1頁

参
照
）

今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
保
守
点

検
（
試
験

及
び
検
査
を
含

む
。
）
に

対
す
る
基
本
方

針
に
変
更

が
な
い
こ
と
を

確
認
す
る

。

③
飛

散
物
に
よ
る
損

傷
防
護
に

係
る
設
計

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
設
計
基
準
対

象
施
設
に

属
す
る
設
備
は

，
内
部
発

生
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
高
い
流

体
を
内
蔵
す
る

配
管
の
破

損
に
伴
う
飛
散

物
に

よ
り
安

全
性
を
損
な
わ
な
い
設
計

と
す
る
方
針
を

記
載
し
て

い
る
。
内
部
発

生
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
高
い
流

体
を
内
蔵

す
る
配
管
に
つ

い
て
は
，

材
料
選
定
，
強

度
設
計

に
十
分
な
考
慮
を
払
う
と

と
も
に
，
「
原

子
力
発
電

所
配
管
破
損
防

護
設
計
技

術
指
針

Ｊ
Ｅ

Ａ
Ｇ

46
13
－
19
9
8」

（
日

本
電
気
協

会
）
に
基
づ
く

設
計
と

す
る
方
針
を
記
載
し
て
い

る
。
ま
た
，
新

た
な
設
計

基
準
対
象
施
設

及
び
改
造

を
伴
う
設
計
基

準
対
象
施

設
に
つ
い
て
は

，
高
速
回

転
機
器
が
損
壊

し
，
飛

散
物
と
な
ら
な
い
よ
う
に

保
護
装
置
を
設

け
る
こ
と

等
に
よ
り
，
オ

ー
バ
ー
ス

ピ
ー
ド
と
な
ら

な
い
設
計

と
す
る
方
針
を

記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ
-
1
-1
-6

安
全
設
備

及
び
重
大
事
故

等
対
処
設

備
が
使
用
さ
れ

る
条
件
の

下
に
お
け
る
健

全
性
に
関

す
る
説
明
書
」

（
1
,
2,
14
 頁

参
照
）

「
Ⅴ
-
1
-1
-9
 発

電
用
原

子
炉
施
設
の
蒸

気
タ
ー
ビ

ン
，
ポ
ン
プ
等

の
損
壊
に

伴
う
飛
散
物
に

よ
る
損
傷

防
護
に
関
す
る

説
明
書
」

（
1
,2
,
4,
7頁

参
照
）

「
補
足

-1
00
-1
 発

電
用

原
子
炉
施
設
の

蒸
気
タ
ー

ビ
ン
，
ポ
ン
プ

等
の
損
壊

に
伴
う
飛
散
物

に
よ
る
損

傷
防
護
に
関
す

る
説
明
書

」
（
4
～
7頁

参
照
）

今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
飛
散
物

に
よ
る
損

傷
防
護
に
対
す

る
基
本
方

針
に
変
更
が
な

い
こ
と
を

確
認
す
る
。
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

補
足

-5
【
原
子
炉
建
屋

換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射

線
モ
ニ

タ
改
造
工
事
の

概
要
に
つ
い
て
】

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
東
海

発
電
所
と

の
共
用
又
は
相

互
に
接
続

し
な
い
こ
と
を

確
認
し
た

。
ま
た
，

機
器
構
成
に
変

更
が
な
く

，
保
守
点
検
（

試
験
及
び

検
査
を
含
む
。

）
に
対
す

る
設
計
に
影
響

を
与
え
な

い
こ
と

を
確
認
し
た
。

【
①

,②
】

Ⅴ
-1
-7
-
1
放

射
線
管
理
用
計
測

装
置
の
構
成
に

関
す
る
説

明
書
並
び
に
計

測
範
囲
及
び
警
報
動
作
範

囲
に
関

す
る
説
明
書

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
東
海

発
電
所
と

の
共
用
又
は
相

互
に
接
続

し
な
い
こ
と
を

確
認
し
た

。
【
①
】

Ⅴ
-1
-1
-
6
安

全
設
備
及
び
重
大

事
故
等
対
処
設

備
が
使
用

さ
れ
る
条
件
の

下
に
お
け
る
健
全
性
に
関

す
る
説

明
書

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
東
海

発
電
所
と

の
共
用
又
は
相

互
接
続
に

対
す
る
基
本
方

針
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
【
①
】

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
保
守

点
検
（
試

験
及
び
検
査
を

含
む
。
）

に
対
す
る
基
本

方
針
に
変

更
が
な
い

こ
と
を
確
認
し

た
。
【
②

】

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
内
部

発
生
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
高
い

流
体
を
内

蔵
す
る
配
管
及

び
高
速
回

転
機
器
の

破
損
に
伴
う
飛

散
物
に
よ

る
損
傷
防
護
に

対
す
る
基

本
方
針
に
変
更

が
な
い
こ

と
を
確
認
し
た

。
【
③
】

Ⅴ
-1
-1
-
9
発

電
用
原
子
炉
施
設

の
蒸
気
タ
ー
ビ

ン
，

ポ
ン
プ

等
の
損
壊
に
伴

う
飛
散
物
に
よ
る
損
傷
防

護
に
関

す
る
説
明
書

補
足

-1
0
0-
1 
発
電
用
原
子
炉
施

設
の
蒸
気
タ
ー

ビ
ン
，
ポ

ン
プ
等
の
損
壊

に
伴
う
飛
散
物
に
よ
る
損

傷
防
護

に
関
す
る
説
明

書

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
よ
り
，
移
設

す
る
区
画

内
に
内
部
発
生

エ
ネ
ル
ギ

ー
の
高
い
流
体

を
内
蔵
す

る
配
管
及

び
高
速
回
転
機

器
が
な
い

こ
と
を
確
認
し

た
。
【
③

】

２
．
確

認
結
果

原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

５
条

設
計
基

準
対

象
施

設
の

機
能

】

補1-添8-2
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３
．
ま

と
め

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
つ
い
て
，
東

海
発
電
所

と
の
共
用
又
は

相
互
に
接

続
す
る
原
子
炉

建
屋
換
気

系
（
ダ
ク
ト
）

放
射
線
モ

ニ
タ
は
な
い
。

ま
た
，
保

守
点
検
（
試
験
及
び
検
査

を
含
む
。
）
及

び
飛
散
物

に
よ
る
損
傷
防

護
に
対
す

る
基
本
方
針
に

変
更
が
な

い
こ
と
を
確
認

し
た
。

・
設
計

基
準
対
象
施
設

の
機
能
に

要
求
さ
れ
る
東

海
発
電
所

と
の
共
用
又
は

相
互
接
続

，
保
守
点
検
（

試
験
及
び

検
査
を
含
む
。

）
及
び
飛

散
物
に
よ
る
損

傷
防
護
に

係
る
設
計
に
変
更
が
な
い

た
め
，
技
術
基

準
の
適
合

性
に
影
響
を
与

え
な
い
。

・
既
工

事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設

計
を
変
更
す
る

も
の
で
は

な
い
。
ま
た
，

設
計
基
準

対
象
施
設
の
機

能
に
関
す

る
基
本
方
針
に

つ
い
て
も

変
更
が
な
い
こ

と
か
ら
，

審
査
対
象
条
文
と
な
ら
な

い
。

原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
１

５
条

設
計
基

準
対

象
施

設
の

機
能

】
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Ⅴ-1-1-6 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される 

  条件の下における健全性に関する説明書 
 

補1-添8-4
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第9条，第14条，第15条（第1項及び第3項を除く。），第32条第3項，第38条第2項，

第44条第1項第5号及び第54条（第2項第1号及び第3項第1号を除く。）及び第59条から第77条並びに

それらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」と

いう。）に基づき，安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性につい

て説明するものである。 

今回は，健全性として，機器に要求される機能を有効に発揮するための系統設計及び構造設計

に係る事項を考慮して，「多重性又は多様性及び独立性に係る要求事項を含めた多重性又は多様

性及び独立性並びに位置的分散に関する事項（技術基準規則第9条，第14条第1項，第54条第2項第

3号，第3項第3号，第5号，第7号及び第59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「多重性又は

多様性及び独立性並びに位置的分散」という。），「共用化による他号機への悪影響も含めた，機器

相互の悪影響（技術基準規則第15条第4項，第5項，第6項，第54条第1項第5号，第2項第2号及び第

59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「悪影響防止」という。），「安全設備及び重大事故等

対処設備に想定される事故時の環境条件（使用条件含む。）等における機器の健全性（技術基準規

則第14条第2項，第32条第3項，第44条第1項第5号，第54条第1項第1号，第6号，第3項第4号及び第

59条から第77条並びにそれらの解釈）」（以下「環境条件等」という。）及び「要求される機能を達

成するために必要な操作性，試験・検査性，保守点検性等（技術基準規則第15条第2項，第38条第

2項及び第54条第1項第2号，第3号，第4号，第3項第2号，第6号及び第59条から第77条並びにそれ

らの解釈）」（以下「操作性及び試験・検査性」という。）を説明する。 

 

健全性を要求する対象設備については，技術基準規則及びその解釈だけでなく，「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可基準規則」と

いう。）及びその解釈も踏まえて，重大事故等対処設備は全てを対象とし，安全設備を含む設計基

準対象施設は以下のとおり対象を明確にして説明する。 

「多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散」については，技術基準規則第14条第1項及び

その解釈にて安全設備に対して要求されていること，設置許可基準規則第12条第2項及びその解

釈にて安全機能を有する系統のうち安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの（以下「重

要施設」という。）に対しても要求されていることから，安全設備を含めた重要施設を対象とする。

人の不法な侵入等の防止の考慮については，技術基準規則第9条及びその解釈にて発電用原子炉

施設に対して要求されていることから，重大事故等対処設備を含む発電用原子炉施設を対象とす

る。 

「悪影響防止」のうち，内部発生飛散物の考慮は，技術基準規則第15条第4項及びその解釈にて

設計基準対象施設に属する設備に対して要求されていることから，安全設備を含めた設計基準対

象施設を対象とする。共用又は相互接続の禁止に対する考慮は，技術基準規則第15条第5項及びそ

の解釈にて，安全設備に対して要求されていること，設置許可基準規則第12条第6項及びその解釈

にて重要安全施設に対して要求されていることから，安全設備を含めた重要安全施設を対象とす

る。共用又は相互接続による安全性の考慮は，技術基準規則第15条第6項及びその解釈にて安全機
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能を有する構築物，系統及び機器（以下「安全施設」という。）に対して要求されているため，安

全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「環境条件等」については，設計が技術基準規則第14条第2項及びその解釈にて安全施設に対し

て要求されているため，安全設備を含めた安全施設を対象とする。 

「操作性及び試験・検査性」のうち，操作性の考慮は，技術基準規則第38条第2項及びその解釈

にて中央制御室での操作に対する考慮が要求されており，その操作対象を考慮して安全設備を含

めた安全施設を対象とする。試験・検査性，保守点検性等の考慮は技術基準規則第15条第2項及び

その解釈にて設計基準対象施設に対して要求されており，安全設備を含めた設計基準対象施設を

対象とする。 
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2.2 悪影響防止 

設計基準対象施設は，他の設備から悪影響を受け，安全性を損なわないよう，配置上の考慮又

は多重性を考慮する設計とする。 

重大事故等対処設備は発電用原子炉施設（隣接する発電用原子炉施設を含む。）内の他の設備

（設計基準対象施設及び当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備）に対して悪影響

を及ぼさない設計とする。 

他の設備への悪影響としては，重大事故等対処設備使用時及び通常待機時の系統的な影響（電

気的な影響を含む。），設備兼用時の容量に関する影響，地震，火災，溢水，風（台風）及び竜巻

による影響，タービンミサイル等の内部発生飛散物による影響並びに共用を考慮し，以下に重大

事故等対処設備使用時及び通常待機時の系統的な影響（電気的な影響を含む。），タービンミサイ

ル等の内部発生飛散物による影響並びに共用に対する設計上の考慮を説明する。 

なお，設備兼用時の容量に関する影響については，複数の機能を兼用する設備について複数の

機能を兼用する場合を踏まえて設定した容量を添付書類「Ⅴ-1-1-4 設備別記載事項の設定根

拠に関する説明書」に示す。また，設計基準対象施設に考慮すべき地震，火災，溢水，風（台風），

竜巻による他設備からの悪影響については，これらの波及的影響により安全施設の機能を損な

わないことを「2.3 環境条件等」に示す。重大事故等対処設備に考慮すべき地震，火災，溢水，

風（台風），竜巻による他設備への影響については，これらの波及的影響により他設備の機能を

損なわないことを「2.3 環境条件等」に示す。 

 

(1) 重大事故等対処設備使用時及び通常待機時の系統的な影響（電気的な影響を含む。） 

・系統的な影響に対して重大事故等対処設備は，弁等の操作によって設計基準対象施設と

して使用する系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成とすること，重大事故

等発生前（通常時）の隔離若しくは分離された状態から弁等の操作や接続により重大事

故等対処設備としての系統構成とすること，他の設備から独立して単独で使用可能なこ

と，又は設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備と

して使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

・放水砲による建屋への放水により，放水砲の使用を想定する重大事故等において必要と

なる屋外の他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

(2) 内部発生飛散物による影響 

・設計基準対象施設に属する設備は，蒸気タービン，発電機及び内部発生エネルギの高い

流体を内蔵する弁の破損及び配管の破断，高速回転機器の破損に伴う飛散物により安全

性を損なわないように設計する。 

・重大事故等対処設備は，内部発生エネルギの高い流体を内蔵する弁の破損及び配管の破

断，高速回転機器の破損，ガス爆発並びに重量機器の落下を考慮し，重大事故等対処設

備がタービンミサイル等の発生源となることを防ぐことで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

悪影響防止を含めた設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の内部発生飛散物による影
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響の考慮については，添付書類「Ⅴ-1-1-9 発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等の

損壊に伴う飛散物による損傷防護に関する説明書」に示す。 

 

(3) 共用 

安全施設及び常設重大事故等対処設備の共用については，以下の設計とする。 

・重要安全施設は，東海発電所との間で原則共用又は相互に接続しない設計とするが，安

全性が向上する場合は，共用又は相互に接続できる設計とする。なお，東海発電所と共

用又は相互に接続する重要安全施設はないことから，共用又は相互に接続することを考

慮する必要はない。 

・重要安全施設以外の安全施設は，東海発電所との間で共用又は相互に接続する場合には，

発電用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。ただし，重要安全施設以外の安全

施設は，東海発電所と相互に接続しない設計とする。 

・常設重大事故等対処設備は，一部の敷地を共有する東海発電所内の発電用原子炉施設に

おいて共用しない設計とする。ただし，共用対象の施設毎に要求される技術的要件（重

大事故等に対処するための必要な機能）を満たしつつ，東海発電所内の発電用原子炉施

設と共用することによって，安全性が向上する場合であって，さらに東海発電所内及び

東海第二発電所内の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，共用できる

設計とする。 

安全施設及び常設重大事故等対処設備のうち，共用する機器については，「3. 系統施設毎

の設計上の考慮」に示す。 
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2.4 操作性及び試験・検査性 

安全施設は，誤操作を防止するとともに容易に操作ができる設計とし，重大事故等対処設備

は，確実に操作できる設計とする。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確認するため，発電用原子

炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含む。）を実施できるよう，

機能・性能の確認，漏えいの有無の確認，分解点検等ができる構造とし，構造・強度の確認又

は内部構成部品の確認が必要な設備は，原則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可能

な設計とする。 

なお，機能・性能確認，各部の経年劣化対策及び日常点検を考慮することにより，分解・開

放が不要なものについては外観の確認が可能な設計とする。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，使用前検査，施設定期検査，定期安全管理検

査及び溶接安全管理検査の法定検査に加え，保全プログラムに基づく点検が実施できる設計と

する。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，原則として，系統試験及び漏えいの有無の確

認が可能な設計とする。系統試験については，テストライン等の設備を設置又は必要に応じて

準備することで試験可能な設計とする。 

また，悪影響防止の観点から他と区分する必要があるもの又は単体で機能・性能を確認する

ものは，他の系統と独立して機能・性能確認（特性確認を含む。）が可能な設計とする。 

以下に操作性及び試験・検査性に対する設計上の考慮を説明する。 

 

(1) 操作性 

安全施設及び重大事故等対処設備は，操作性を考慮して以下の設計とする。 

・安全施設は，プラントの安全上重要な機能を損なうおそれがある機器・弁等に対して，

色分けや銘板取り付け等の識別管理や人間工学的な操作性も考慮した監視操作エリア・

設備の配置，中央監視操作の盤面配置，理解しやすい表示方法により発電用原子炉施設

の状態が正確，かつ迅速に把握できる設計とするとともに施錠管理を行い，運転員の誤

操作を防止する設計とする。また，保守点検において誤りが生じにくいよう留意した設

計とする。中央制御室制御盤は，盤面器具（指示計，記録計，操作器具，表示装置，警

報表示）を系統毎にグループ化して中央制御室操作盤に集約し，操作器具の統一化（色，

形状，大きさ等の視覚的要素での識別），操作器具の操作方法に統一性を持たせること等

により，通常運転，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故時において運転員の誤操

作を防止するとともに容易に操作ができる設計とする。 

・当該操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同時にもたらされる環

境条件及び発電用原子炉施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境条件（地

震，内部火災，内部溢水，外部電源喪失並びに燃焼ガスやばい煙，有毒ガス，降下火砕

物及び凍結による操作雰囲気の悪化）を想定しても，運転員が運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故に対応するための設備を中央制御室において操作に必要な照明の確保

等により容易に操作することができる設計とするとともに，現場操作についても運転時
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お，東海発電所の排気筒の短尺化及びサービス建屋減築等によりアクセスルートへの

影響を防止する設計とする。また，降水及び地震による屋外タンクからの溢水に対し

て，道路上への自然流下も考慮した上で，通行への影響を受けない箇所にアクセスル

ートを確保する設計とする。 

・アクセスルートは，敷地に遡上する津波による遡上高さに対して十分余裕を見た高さ

に高所のアクセスルートを確保する設計とする。また，高潮に対して，通行への影響

を受けない敷地高さにアクセスルートを確保する設計とする。 

・自然現象のうち凍結及び森林火災，外部人為事象のうち飛来物（航空機落下），爆発，

近隣工場等の火災，危険物を搭載した車両，有毒ガス，船舶の衝突及び故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムに対しては，迂回路を考慮した複数のアクセスル

ートを確保する設計とする。落雷及び電磁的障害に対しては，道路面が直接影響を受

けることはないため，さらに生物学的事象に対しては，容易に排除可能なため，アク

セスルートへの影響はない。 

・屋外のアクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の崩壊及び道路面のすべりで崩

壊土砂が広範囲に到達することを想定した上で，ホイールローダによる崩壊箇所の復

旧又は迂回路の通行を行うことで，通行性を確保できる設計とする。また，不等沈下

等に伴う段差の発生が想定される箇所においては，段差緩和対策等を行う設計とする。 

・屋外アクセスルートは，自然現象のうち凍結及び積雪に対して，道路については融雪

剤を配備し，車両についてはタイヤチェーン等を装着することにより通行性を確保で

きる設計とする。 

・屋内アクセスルートは，津波（敷地に遡上する津波を含む。），その他の自然現象によ

る影響（風（台風）及び竜巻による飛来物，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，

生物学的事象及び森林火災及び高潮）及び外部人為事象（飛来物（航空機落下），爆

発，近隣工場等の火災，危険物を搭載した車両，有毒ガス及び船舶の衝突）に対して

は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋等内に確保する設計とする。 

・屋内アクセスルートの設定に当たっては，油内包機器及び水素内包機器による地震随

伴火災の影響や，水又は蒸気内包溢水の影響を考慮するとともに，別ルートも考慮し

た複数のルート選定が可能な配置設計とする。 

アクセスルートの確保について，周辺斜面の崩壊等に対する考慮を別添1「可搬型重大事

故等対処設備の保管場所及びアクセスルート」に示す。 

 

(2) 試験・検査性 

設計基準対象施設は，その健全性及び能力を確認するために，発電用原子炉の運転中又は

停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含む。）が可能な構造であり，かつ，そのた

めに必要な配置，空間及びアクセス性を備えた設計とする。 

また，設計基準対象施設は，使用前検査，溶接安全管理検査，施設定期検査，定期安全管

理検査並びに技術基準規則に定められた試験及び検査ができるように以下について考慮した

設計とする。 
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・発電用原子炉の運転中に待機状態にある設計基準対象施設は，試験又は検査によって発

電用原子炉の運転に大きな影響を及ぼす場合を除き，運転中に定期的に試験及び検査が

できる設計とする。また，多様性又は多重性を備えた系統及び機器にあっては，その健

全性並びに多様性又は多重性を確認するため，各々が独立して試験又は検査ができる設

計とする。 

・設計基準対象施設のうち構造，強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設備は，原

則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可能な設計とし，機能・性能確認，各部

の経年劣化対策及び日常点検を考慮することにより，分解・開放が不要なものについて

は外観の確認が可能な設計とする。 

重大事故等対処設備は，設計基準対象施設と同様な設計に加えて，以下について考慮した

設計とする。 

・重大事故等対処設備のうち代替電源設備は，電気系統の重要な部分として適切な定期試

験及び検査が可能な設計とする。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，具体的に以下の機器区分毎に示す試験・検

査が実施可能な設計とし，その設計に該当しない設備は個別の設計とする。 

a. ポンプ，ファン，圧縮機 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・分解が可能な設計とする。ただし，可搬型設備は，分解又は取替が可能な設計とする。 

・ポンプ車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

b. 弁（手動弁，電動弁，空気作動弁，安全弁） 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・分解が可能な設計とする。 

・人力による手動開閉機構を有する弁は，規定トルクによる開閉確認が可能な設計とす

る。 

c. 容器（タンク類） 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・内部確認が可能なよう，マンホール等を設ける，又は外観の確認が可能な設計とする。 

・原子炉格納容器は，全体漏えい率試験が可能な設計とする。 

・ボンベは規定圧力の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

・ほう酸水貯蔵タンクは，ほう酸濃度及びタンク水位を確認できる設計とする。 

・よう素フィルタは，銀ゼオライトの性能試験が可能な設計とする。 

・軽油貯蔵タンク等は，油量を確認できる設計とする。 

・タンクローリは，車両としての運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

d. 熱交換器 

・機能・性能及び漏えいの確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統へ悪影
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響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・分解が可能な設計とする。 

e. 空調ユニット 

・機能・性能の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統へ悪影響を及ぼさ

ず試験可能な設計とする。 

・フィルタを設置するものは，差圧確認が可能な設計とする。また，内部確認が可能な

ように，点検口を設けるとともに，性能の確認が可能なように，フィルタを取り出す

ことが可能な設計とする。 

・分解又は取替が可能な設計とする。 

f. 流路 

・機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，これらは他の系統

へ悪影響を及ぼさず試験可能な設計とする。 

・熱交換器を流路とするものは，熱交換器の設計方針に従う。 

g. 内燃機関 

・機能・性能の確認が可能なように，発電機側の負荷を用いる試験系統等により，機能・

性能確認ができる系統設計とする。 

・分解が可能な設計とする。ただし，可搬型設備は，分解又は取替が可能な設計とする。 

h. 発電機 

・機能・性能の確認が可能なように，各種負荷（ポンプ負荷，系統負荷，模擬負荷）に

より機能・性能確認ができる系統設計とする。 

・分解が可能な設計とする。ただし，可搬型設備は，分解又は取替が可能な設計とする。 

・電源車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

i. その他電源設備 

・各種負荷（系統負荷，模擬負荷），絶縁抵抗測定，弁の開閉又は試験装置により，機能・

性能の確認ができる系統設計とする。 

・鉛蓄電池は，電圧測定が可能な系統設計とする。ただし，鉛蓄電池（ベント型）は電

圧及び比重測定が可能な系統設計とする。 

j. 計測制御設備 

・模擬入力により機能・性能の確認（特性確認又は設定値確認）及び校正が可能な設計

とする。 

・論理回路を有する設備は，模擬入力による機能確認として，論理回路作動確認が可能

な設計とする。 

k. 遮蔽 

・主要部分の断面寸法の確認が可能な設計とする。 

・外観の確認が可能な設計とする。 

l. 通信連絡設備 

・機能・性能の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

 

補1-添8-12

②

460



 

45 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
1
-1
-
6
 R
2 

l. アクセスルート確保（原子炉冷却系統施設に同じ） 

 

(2) 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

「(1) 機能」を考慮して，重大事故等対処設備と設計基準事故対処設備等の多重性又は

多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮する対象設備を，表 3-3-1 に示す。 

なお，当該設備のうち電源設備については，「3.7 その他発電用原子炉の附属施設」の

「3.7.1 非常用電源設備」にて整理するものを含む。 

また，計測機器の故障等により，重大事故等に対処するために監視することが必要なパラ

メータを計測することが困難となった場合において，当該パラメータを推定するための多様

性を有したパラメータについて，表 3-3-2 及び表 3-3-3 に示す。 

表 3-3-2 及び表 3-3-3 で示すパラメータは，以下のとおり。 

・重要監視パラメータ 

主要パラメータのうち，耐震性，耐環境性を有し，重大事故等対処設備としての要求

事項を満たした計器を少なくとも 1つ以上有するパラメータをいう。 

・有効監視パラメータ 

主要パラメータのうち，自主対策設備＊の計器のみで計測されるが，計測することが

困難になった場合にその代替パラメータが重大事故等対処設備としての要求事項を満た

した計器で計測されるパラメータをいう。 

・重要代替監視パラメータ  

主要パラメータの代替パラメータを計測する計器が重大事故等対処設備としての要求

事項を満たした計器を少なくとも 1つ以上有するパラメータをいう。  

・常用代替監視パラメータ  

主要パラメータの代替パラメータが自主対策設備＊の計器のみで計測されるパラメー

タをいう。 

 

注記 ＊：自主対策設備とは，技術基準上の全ての要求事項を満たすことや全てのプラン

ト状況において使用することは困難であるが，プラント状況によっては，事故

対応に有効な設備をいう。 

 

(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 

(a) 通信連絡設備 

重要安全施設以外の安全施設として，通信連絡設備のうち衛星電話設備（固定型），

衛星電話設備（携帯型），電力保安通信用電話設備（固定電話機，ＰＨＳ端末及びＦＡ

Ｘ），テレビ会議システム（社内），統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設

備（テレビ会議システム，ＩＰ電話及びＩＰ－ＦＡＸ），加入電話設備（加入電話及び

加入ＦＡＸ）及び専用電話設備（専用電話（ホットライン）（地方公共団体向））は，東
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海発電所で同時に通信・通話するために必要な仕様を満足する設計とすることで，安全

性を損なわない設計とする。 

常設重大事故等対処設備として，通信連絡設備のうち緊急時対策所内に設置する衛星

電話設備（固定型）及び統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備（テレビ

会議システム，ＩＰ電話及びＩＰ－ＦＡＸ）は，同一の端末を使用することにより，端

末を変更する場合に生じる情報共有の遅延を防止することができ，安全性の向上が図れ

ることから，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 

衛星電話設備（固定型）及び統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備

（テレビ会議システム，ＩＰ電話及びＩＰ－ＦＡＸ）は，共用により悪影響を及ぼさな

いよう，東海発電所及び東海第二発電所の使用する要員が通信連絡するために必要な容

量を確保する設計とする。  
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・放射性物質濃度（空気中・水中・土壌中）及び海上モニタリング 

 

i. 重大事故等時における緊急時対策所機能 

・緊急時対策所非常用換気設備及び緊急時対策所加圧設備による放射線防護 

・放射線量の測定 

 

j. アクセスルート確保（原子炉冷却系統施設に同じ） 

 

(2) 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

「(1) 機能」を考慮して，重大事故等対処設備と設計基準事故対処設備等の多重性又は

多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮する対象設備を，表 3-4-1 に示す。 

なお，当該設備のうち電源設備については，「3.7 その他発電用原子炉の附属施設」の

「3.7.1 非常用電源設備」にて整理するものを含む。 

a. 単一設計 

(a) 中央制御室換気系 

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要求される静的機器のうち，

単一設計とする中央制御室換気系のダクトの一部については，当該設備に要求される原

子炉制御室非常用換気空調機能が喪失する単一故障のうち，想定される最も過酷な条件

として，ダクトの全周破断を想定しても，安全上支障のない期間に単一故障を確実に除

去又は修復できる設計とし，その単一故障を仮定しない。 

想定される単一故障の発生に伴う中央制御室の運転員の被ばく量は，設計基準事故時

に，ダクトの全周破断に伴う漏えいを考慮し，保守的に単一故障を除去又は修復ができ

ない場合で評価したとしても，緊急作業時に係る線源強度を下回ることを確認した。 

単一設計における主要解析条件の比較を表 3-7-1 に，ダクト全周破断時の影響評価を

表 3-7-2 に示す。 

また，単一故障の除去又は修復のための作業期間として想定する 2 日間を考慮し，修

復作業に係る従事者の被ばく線量は緊急時作業に係る線量限度に照らしても十分小さく

する設計とする。 

中央制御室換気系のうち単一設計とするとするダクトの一部の設計に当たっては，想

定される単一故障の除去又は修復のためのアクセスが可能であり，かつ，補修作業が容

易となる設計とし，修復作業に係る従事者の被ばく線量を緊急時作業にかかる線量強度

に照らしても十分小さくなるよう保安規定に基づき管理する。 

 

(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 

(a) 緊急時対策所遮蔽，緊急時対策所非常用換気設備及び緊急時対策所用差圧計 

常設重大事故等対処設備として，緊急時対策所は，事故対応において東海第二発電所

及び廃止措置中の東海発電所双方のプラント状況を考慮した指揮命令を行う必要がある

補1-添8-15

①

463



 

50 

N
T
2
 
補
①

 Ⅴ
-
1
-1
-
6
 R
2 

ため，緊急時対策所を共用化し，事故収束に必要な緊急時対策所遮蔽，緊急時対策所非

常用換気設備（緊急時対策所非常用送風機及び緊急時対策所非常用フィルタ装置）及び

緊急時対策所用差圧計を設置する。共用により，必要な情報（相互のプラント状況，運

転員の対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的な管理（事故処置を含む。）を行う

ことで，安全性の向上が図れることから，東海第二発電所及び廃止措置中の東海発電所

で共用する設計とする。 

各設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，発電所の区分けなく使用できる設計

とする。 
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a. 非常用の計測制御用電源設備 

非常用の計測制御用電源設備は，計装用主母線 2母線及び計装用分電盤 3母線で構

成する。計装用分電盤２Ａ及び２Ｂは，2 系統に分離独立する設計とし，それぞれ非

常用無停電電源装置から給電することで，多重性及び独立性を図った設計とする。 

 

(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 

(a) 緊急時対策所用代替電源設備 

常設重大事故等対処設備として，緊急時対策所は，事故対応において東海第二発電

所及び廃止措置中の東海発電所双方のプラント状況を考慮した指揮命令を行う必要が

あるため，緊急時対策所を共用化し，事故収束に必要な緊急時対策所用代替電源設備

（緊急時対策所用発電機，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク及び緊急時対策所

用発電機給油ポンプ）を設置する。共用により，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的な管理（事故処置を含む。）を

行うことで，安全性の向上が図れることから，東海第二発電所及び廃止措置中の東海

発電所で共用する設計とする。 

各設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，発電所の区分けなく使用できる設

計とする。 

 

3.7.2 常用電源設備 

(1) 機能 

常用電源設備は主に以下の機能を有する。 

a. 通常運転時等における保安電源機能 

 

3.7.3 補助ボイラー 

(1) 機能 

補助ボイラーは主に以下の機能を有する。 

a. タービンのグランド蒸気，廃棄物処理系の濃縮器，屋外タンク配管の保温及び各種建

屋等の暖房用の蒸気供給機能 

 

3.7.4 火災防護設備 

火災防護設備は主に以下の機能を有する。 

(1) 機能 

a. 火災の発生防止，感知，消火，影響軽減機能 

 

(2) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 
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(a) 火災感知設備 

重要安全施設以外の安全施設として，火災防護設備である火災感知設備の一部は，

共用する火災区域に設け，中央制御室での監視を可能とすることで，共用により発電

用原子炉の安全性を損なわない設計とする。 

 

(b) 消火系 

重要安全施設以外の安全施設として，火災防護設備である消火系のうち電動機駆動

消火ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動構内消

火ポンプ，ろ過水貯蔵タンク，原水タンク及び多目的タンクは，必要な容量をそれぞ

れ確保するとともに，接続部の弁を閉操作することにより隔離できる設計とすること

で，安全性を損なわない設計とする。 

 

(c) 火災区域構造物 

重要安全施設以外の安全施設として，火災防護設備である火災区域構造物のうち固

体廃棄物作業建屋及び固体廃棄物貯蔵庫は，共用する火災区域に必要な構造物により

構成し，共用により発電用原子炉の安全性を損なわない設計とする。 

 

3.7.5 浸水防護施設 

浸水防護施設は主に以下の機能を有する。 

(1) 機能 

a. 津波防護機能 

b. 浸水防止機能 

c. 津波監視機能 

 

3.7.6 補機駆動用燃料設備 

(1) 機能 

補機駆動用燃料設備は主に以下の機能を有する。 

a. 重大事故等時における補機駆動用燃料の供給機能 

 

b. アクセスルート確保（原子炉冷却系統施設に同じ） 

 

(2) 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

「(1) 機能」を考慮して，重大事故等対処設備と設計基準事故対処設備等の多重性又

は多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮する対象設備を，表 3-6-2 に示す。 

 

(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 
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(a) ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンク 

重要安全施設以外の安全施設として，ディーゼル駆動消火ポンプ燃料タンクは，デ

ィーゼル駆動消火ポンプの機能を達成するために必要となる容量を有することで，共

用により発電用原子炉の安全性を損なわない設計とする。 

 

3.7.7 非常用取水設備 

非常用取水設備は主に以下の機能を有する。 

(1) 機能 

a. 通常運転時等における流路としての機能 

 

b. 重大事故等時における流路としての機能 

 

(2) 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

「(1) 機能」を考慮して，重大事故等対処設備と設計基準事故対処設備等の多重性又

は多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮する対象設備を，表 3-6-3 に示す。 

 

3.7.8 緊急時対策所 

(1) 機能 

緊急時対策所は主に以下の機能を有する。 

a. 通常運転時等における緊急時対策所機能 

 

b. 重大事故等時における緊急時対策所機能 

・緊急時対策所非常用換気設備及び緊急時対策所加圧設備による放射線防護（放射線

管理施設） 

・緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の測定 

・放射線量の測定（放射線管理施設） 

・必要な情報の把握（計測制御系統施設） 

・通信連絡（計測制御系統施設） 

・緊急時対策所用代替電源設備による給電（非常用電源設備） 

 

c. アクセスルート確保（原子炉冷却系統施設に同じ） 

 

(2) 多重性又は多様性及び独立性並びに位置的分散 

「（1） 機能」を考慮して，重大事故等対処設備と設計基準事故対処設備等の多重性又

は多様性及び独立性並びに位置的分散を考慮する対象設備を，表 3-6-4 に示す。 

なお，当該設備のうち電源設備については，「3.7.1 非常用電源設備」にて整理するも

のを含む。 
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(3) 悪影響防止 

a. 共用 

以下の設備については，東海発電所及び東海第二発電所で共用する設計とする。 

(a) 緊急時対策所 

重要安全施設以外の安全施設として，緊急時対策所は，東海発電所と同時発災時に

対応するために必要な居住性を確保する設計とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

常設重大事故等対処設備として，緊急時対策所は，事故対応において東海第二発電

所及び廃止措置中の東海発電所双方のプラント状況を考慮した指揮命令を行う必要が

あるため，緊急時対策所を共用化し，事故収束に必要な緊急時対策所遮蔽，緊急時対

策所非常用換気設備等を設置する。共用により，必要な情報（相互のプラント状況，

運転員の対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的な管理（事故処置を含む。）を

行うことで，安全性の向上が図れることから，東海第二発電所及び廃止措置中の東海

発電所で共用する設計とする。 

各設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，発電所の区分けなく使用できる設

計とする。 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以

下「技術基準規則」という。）第15条第4項及びその「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づき，機

器の損壊又は配管の破損に伴う飛散物により発電用原子炉施設の安全性を損なわな

い設計とすることについて説明するとともに，技術基準規則第54条第1項第5号及び

その解釈に基づき，悪影響防止として高速回転機器が飛散物とならないことについ

て説明するものである。 

配管の破損に関しては，設計基準対象施設に属する設備のうち原子炉冷却材圧力

バウンダリの拡大範囲となる弁E12-F009から弁E12-F008まで及び弁E12-F053A，Bか

ら弁E12-F050A，Bまでの主配管（以下「RCPB拡大範囲」という。）が今回の申請範

囲となることから，RCPB拡大範囲の破損に伴う飛散物により，発電用原子炉施設の

安全性を損なわない設計を行うことについて説明する。 

また，機器の損壊に関しては，高速回転機器のうち新たな設計基準対象施設，改

造を伴う設計基準対象施設及び重大事故等対処設備が今回の申請範囲となることよ

り，これらの高速回転機器がオーバースピードに起因する損壊に伴う飛散物となら

ないことを説明する。 

なお，重大事故等対処設備のうち，原子炉隔離時冷却系ポンプ，高圧炉心スプレ

イ系ポンプ，低圧炉心スプレイ系ポンプ，ディーゼル発電機等については，設計基

準事故時と使用する系統設備及び使用方法に変更がないこと並びに設計基準対象施

設に関しては技術基準規則の要求事項に変更がないため，今回の申請において変更

は行わない。 

 

2. 基本方針 

設計基準対象施設に属する設備は，内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配

管の破損に伴う飛散物により安全性を損なわない設計とする。 

内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管については，材料選定，強度設計

に十分な考慮を払うとともに，「原子力発電所配管破損防護設計技術指針 ＪＥＡ

Ｇ 4613-1998」（日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ 4613」という。）に基づき配

管破損を想定し，その結果生じる可能性のある動的影響により，発電用原子炉施設

の機能が損なわれることのないよう配置上の考慮を払うこととする。 

また，新たな設計基準対象施設，改造を伴う設計基準対象施設及び重大事故等対

処設備については，高速回転機器が損壊し，飛散物とならないように保護装置を設

けること等により，オーバースピードとならない設計とする。 
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3. 評価 

発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定される配管の破損又は機器の損壊

には，以下の要因が考えられる。内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管に

ついては破損に伴う飛散物により，発電用原子炉施設の安全性を損なわないことを，

また，高速回転機器については損壊に伴う飛散物とならないことを評価する。 

(1) 内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管の破損 

・RCPB拡大範囲 

(2) 高速回転機器の損壊 

・常設代替高圧電源装置，常設高圧代替注水系ポンプ，常設低圧代替注水系

ポンプ，電動機駆動消火ポンプ等，今回の申請範囲となる高速回転機器で

ある新たな設計基準対象施設，改造を伴う設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備を第1表「主要回転機器一覧」に示す。 

 

3.1 内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管の破損による飛散物 

3.1.1 評価方針 

高温高圧の流体を内包する原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する主配管

のうちRCPB拡大範囲について，ＪＥＡＧ 4613に基づき配管破損を想定し，以

下の評価内容により評価し，設計上考慮する。なお，ＬＢＢ概念は適用しな

い。 

ただし，ＪＥＡＧ 4613に記載されている基準地震動Ｓ１については，弾性

設計用地震動Ｓｄと読み替える。また，「発電用原子力設備に関する構造等

の技術基準」（昭和55年通商産業省告示第501号，最終改正平成15年7月29日

経済産業省告示第277号）に関する内容については，「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格（2005年版（2007追補版含む。））＜第Ⅰ編 軽水炉規格＞

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007」（日本機械学会）（以下「ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１」という。）に従うものとする。 

 

3.1.2 評価内容 

評価においては，配管破損想定位置を考慮したうえで，防護対象を防護す

る。 

(1) 防護対象 

防護対象は，原子炉施設の異常状態において，この拡大を防止し，又

は緩和する機能を有するもののうち，次のとおりとする。 

a. 原子炉停止系 

b. 炉心冷却に必要な工学的安全施設及び関連施設 

c. 原子炉冷却材喪失時に圧力障壁となり，かつ，放射性物質の放散
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(3) 防護対策の実施 

配管破損による動的影響により，他の安全機能を有する構築物，系統

及び機器が損傷しないように，必要に応じ以下の措置を講じる設計とす

る。 

ａ．配管破損想定位置と防護対象機器は，十分な離隔距離をとる。 

ｂ．配管破損想定位置又は防護対象機器を障壁で囲む。 

ｃ．上記のいずれかの対策がとれない場合，配管破損による動的影響

に十分耐えるパイプホイップレストレイント等を設ける。 

 

3.1.3 評価結果 

RCPB拡大範囲における配管破損に関し，ＪＥＡＧ 4613に基づき評価した結

果，発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える箇所はなく，配管破損想

定位置は弁E12-F009から弁E12-F008まで及び弁E12-F053A，Bから弁E12-F050A，

Bまでの各配管において格納容器外に位置するターミナル・エンド（配管アン

カーサポート点）の3箇所であることを確認した。また，当該配管破損想定位

置は障壁で囲まれていること及び障壁内に設置される防護対象については多

重化が考慮されていることを確認した。したがって，配管の破損に伴う飛散

物により発電用原子炉施設の安全性は損なわれない。 

 

3.2 高速回転機器の損壊による飛散物 

3.2.1 評価方針 

ポンプ，ファン等の回転機器は，使用材料の検査，製品の品質管理，規格

等に基づき安全設計及び定期検査により損壊防止を図ること並びにディーゼ

ル駆動補機及びタービン駆動補機については，調速装置及び非常調速装置等

を設けることにより損壊防止対策が十分実施される。具体的な回転機器のオ

ーバースピードに起因する損壊防止対策については，「3.2.2 評価内容」に

より評価し，必要に応じ設計上考慮する。 

 

3.2.2 評価内容 

高速回転機器については，機器毎に駆動源が異なるため，それぞれオーバ

ースピードに対する損壊防止について必要に応じ設計上考慮する。 

(1) 電動補機 

誘導電動機を駆動源とする機器は，供給側の電源周波数が一定である

ことより，負荷（インペラ側の水等）が喪失しても，電流が変動するの

みで回転速度は一定を維持し，オーバースピードとならないため，設計

上考慮する必要はない。 
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第1表 主要回転機器一覧 

補機（回転機器） 電動 
ディーゼル

駆動 

タービン 

駆動 

設
計
基
準
対
象
施
設 

非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ ○   

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃

料移送ポンプ 
○   

電動機駆動消火ポンプ ○   

ディーゼル駆動消火ポンプ  ○  

構内消火用ポンプ ○   

ディーゼル駆動構内消火ポンプ  ○  

中央制御室換気系空気調和機ファン＊ ○   

中央制御室換気系フィルタ系ファン＊ ○   

非常用ガス処理系排風機＊ ○   

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

代替燃料プール冷却系ポンプ ○   

常設高圧代替注水系ポンプ   ○ 

常設低圧代替注水系ポンプ ○   

可搬型代替注水大型ポンプ  ○  

可搬型代替注水中型ポンプ  ○  

代替循環冷却系ポンプ ○   

緊急用海水ポンプ ○   

緊急時対策所非常用送風機 ○   

常設代替高圧電源装置  ○  

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ ○   

緊急時対策所用発電機  ○  

緊急時対策所用発電機給油ポンプ ○   

可搬型代替低圧電源車  ○  

窒素供給装置用電源車  ○  

注記 ＊：改造を伴う機器を示す。 
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補足-100-1【発電用原子炉施設の蒸気タービン，ポンプ等

の損壊に伴う飛散物による損傷防護に関する説明書】 
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４．原子炉冷却材圧力バウンダリの配管破損による損傷防護について 

4.1 概要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技

術基準規則」という。）第15条第4項及びその「実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づき，配

管の破損に伴う飛散物により発電用原子炉施設の安全性を損なわない設計とす

ることについて説明するものである。 

配管破損に関しては，設計基準対象施設に属する設備のうち新規制基準にお

いて拡大となった原子炉冷却材圧力バウンダリ（以下「RCPB」という。）の範

囲を除く，既存のRCPB範囲について配管破損に伴う飛散物により，発電用原子

炉施設の安全性を損なわない設計を行うことについて説明する。 

 

4.2 基本方針 

設計基準対象施設に属する設備は，内部発生エネルギーの高い流体を内蔵す

る配管の破損に伴う飛散物により安全性を損なわない設計とする。 

内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管については，材料選定，強度

設計に十分な考慮を払うとともに，「原子力発電所配管破損防護設計技術指針

ＪＥＡＧ 4613-1998」（日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ 4613」という。）に

基づき配管破損を想定し，その結果生じる可能性のある動的影響により，発電

用原子炉施設の機能が損なわれることのないよう配置上の考慮を払うこととす

る。 

なお，配管破損想定位置の想定にあたって，応力算出には地震動Ｓｄを用いる。 

 

4.3 評価 

発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定される内部発生エネルギーの

高い流体を内蔵する配管の破損に伴う飛散物により，発電用原子炉施設の安全

性を損なわないことを評価する。 

 

4.3.1 内部発生エネルギーの高い流体を内蔵する配管の破損による飛散物 

4.3.1.1 評価方針 

高温高圧の流体を内包する原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する主配

管のうち既存のRCPB範囲について，ＪＥＡＧ 4613に基づき配管破損を想

定し，以下の評価内容により評価し，設計上考慮する。なお，ＬＢＢ概念

は適用しない。 

ただし，ＪＥＡＧ 4613に記載されている基準地震動Ｓ１については，

弾性設計用地震動Ｓｄと読み替える。また，「発電用原子力設備に関する
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構造等の技術基準」（昭和55年通商産業省告示第501号，最終改正平成15

年7月29日経済産業省告示第277号）に関する内容については，「発電用原

子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007追補版含む。））＜第Ⅰ

編 軽水炉規格＞ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007」（日本機械学会）

（以下「ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１」という。）に従うものとする。 

 

4.3.1.2 評価内容 

評価においては，配管破損想定位置を考慮したうえで，防護対象を防護

する。 

(1) 防護対象 

防護対象は，原子炉施設の異常状態において，この拡大を防止し，

又は緩和する機能を有するもののうち，次のとおりとする。 

a. 原子炉停止系 

b. 炉心冷却に必要な工学的安全施設及び関連施設 

c. 原子炉冷却材喪失時に圧力障壁となり，かつ，放射性物質の

放散に対する障壁を形成するよう設計された範囲の施設 

 

(2) 配管破損想定位置 

既存のRCPB範囲について，ＪＥＡＧ 4613に基づき，ターミナル・

エンド及び発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える点を配管

破損想定位置とする。 

a. ターミナル・エンド 

b. 供用状態Ａ，Ｂ及び（1／3）Ｓｄ地震荷重＊に対して次のいず

れかの条件を満たす点 

(a) Ｓｎ＞2.4Ｓｍ，かつ，Ｓｅ＞2.4Ｓｍ 

(b) Ｓｎ＞2.4Ｓｍ，かつ，Ｓｎ′＞2.4Ｓｍ 

ただし，Ｓｎ   ：ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ PPB-3531の計算式

に準じて計算した一次＋二次応力。 

Ｓｅ   ：ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ PPB-3536(6)の計

算式に準じて計算した熱膨張応力。 

Ｓ ｎ ′ ： Ｊ Ｓ Ｍ Ｅ  Ｓ  Ｎ Ｃ １  PPB-3536(3)の  

Ｓｎの計算式に準じて計算した一次＋

二次応力。 

Ｓ ｍ   ：ＪＳＭＥ Ｓ  ＮＣ１  付録材料図表 

Part5表1に規定される材料の設計応力

強さ。 
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(c) 疲労累積係数＞0.1 

ただし，上述する疲労累積係数は供用状態Ａ，Ｂにおけ

る疲労累積係数に（1／3）Ｓｄ（Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－１１，

Ｓｄ－１２，Ｓｄ－１３，Ｓｄ－１４，Ｓｄ－２１，Ｓｄ－ 

２２及びＳｄ－３１）地震のみによる疲労累積係数を加算

したものとする。 

 

注記 ＊：Ｓｄ（Ｓｄ－Ｄ１，Ｓｄ－１１，Ｓｄ－１２，Ｓｄ－１３，

Ｓｄ－１４，Ｓｄ－２１，Ｓｄ－２２及びＳｄ－３１）地震

とは，添付資料「Ｖ-2 耐震性に関する説明書」のうち，

添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針の概要」に示す

弾性設計用地震動Ｓｄ －Ｄ１，Ｓｄ－１１，Ｓｄ－１２， 

Ｓｄ－１３，Ｓｄ－１４，Ｓｄ－２１，Ｓｄ－２２及びＳｄ

－３１による動的地震力をいう。なお，弾性設計用地震動

Ｓｄの概要は，添付書類「Ｖ-2 耐震性に関する説明書」

のうち，添付書類「Ⅴ-2-1-2 基準地震動Ｓｓ及び弾性設

計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す。 

 

(3) 防護対策の実施 

配管破損による動的影響により，他の安全機能を有する構築物，

系統及び機器が損傷しないように，必要に応じ以下の措置を講じる

設計とする。 

ａ．配管破損想定位置と防護対象機器は，十分な離隔距離をとる。 

ｂ．配管破損想定位置又は防護対象機器を障壁で囲む。 

ｃ．上記のいずれかの対策がとれない場合，配管破損による動的

影響に十分耐えるパイプホイップレストレイント等を設ける。 

 

4.3.1.3 評価結果 

既存のRCPB範囲における配管破損に関し，ＪＥＡＧ 4613に基づき評価

した結果，発生応力又は疲労累積係数が所定の値を超える箇所及び各配管

におけるターミナル・エンドがあり，配管破損を想定する箇所があること

を確認した。 

既存のRCPB範囲における配管破損想定位置を第1表に，各系統の配管鳥

瞰図を第1図から第16図に示す。 

これらの配管破損想定位置は必要な強度を有するパイプホイップレスト

レイントが設置されている，又は設置されていない配管については，配管
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破損想定位置近傍に防護対象設備がないことを確認した。したがって，配

管の破損に伴う飛散物により発電用原子炉施設の安全性は損なわれない。 

 

 

第 1 表 RCPB 範囲における配管破損想定位置 

対象 配管破損想定位置の有無 
パイプホイ

ップレスト

レイント設

置の有無 

破損想定位

置近傍の防

護対象設備

の有無 系統名 モデル No. 
ターミナル・

エンド 

発生応力又は

疲労累積係数

が所定の値を

超える点 

給水系 
FDW-1,2,3,4,9 有 有 有 － 

FDW-5,6,7,8,11 有 有 有 － 

主蒸気系 

MS-A 有 有 有 － 

MS-B 有 有 有 － 

MS-C 有 有 有 － 

MS-D 有 有 有 － 

MS-24 有 有 無 無 

原子炉冷却材 

再循環系 

PLR-PD-1 有 有 有 － 

PLR-PD-2 有 有 有 － 

原子炉隔離時冷却系 

RCIC-19,20,29 有 無 無 無 

RCIC-24-1 有 無 無 無 

RCIC-24-2 有 有 無 無 

残留熱除去系 

RHR-PD-29 有 無 有 － 

RHR-PD-35 有 無 有 － 

RHR-PD-36 有 無 有 － 

原子炉冷却材浄化系 CU-PD-9 有 有 有 － 
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原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
３

５
条

安
全
保

護
装

置
】

１
．
基

準
適
合
性
の
確

認
範
囲

①
安

全
保
護
装
置
の

機
能
に
つ

い
て

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
安
全
保
護
装

置
は
，
運

転
時
の
異
常
な

過
渡
変
化

が
発
生
す
る
場

合
又
は
地

震
の
発
生
に
よ

り
発
電
用

原
子
炉
の
運
転

に
支

障
が
生
ず
る
場

合
に
お
い

て
，
そ
の
異
常

な
状
態
を

検
知
し
及
び
原

子
炉
緊
急

停
止
系
そ
の
他

系
統
と
併

せ
て
機
能
す
る

こ
と
に
よ

り
，
燃
料
要
素

の
許

容
損
傷
限
界
を

超
え
な
い

よ
う
に
で
き
る

も
の
と
す

る
と
と
も
に
，

設
計
基
準

事
故
が
発
生
す

る
場
合
に

お
い
て
，
そ
の

異
常
な
状

態
を
検
知
し
，

原
子

炉
緊
急
停
止
系

及
び
工
学

的
安
全
施
設
を

自
動
的
に

作
動
さ
せ
る
設

計
と
す
る

こ
と
を
記
載
し

て
い
る
。

「
Ⅴ
-
1
-5
-3
 工

学
的
安

全
施
設
等
の
起

動
（
作
動

）
信
号
の
設
定

値
の
根
拠

に
関
す
る
説
明

書
」
（

1頁
参
照

）
「
Ⅴ
-
1
-5
-4
 発

電
用
原

子
炉
の
運
転
を

管
理
す
る

た
め
の
制
御
装

置
に
係
る

制
御
方
法
に
関

す
る
説
明

書
」
（

7,
8,
15
,
19
頁
参
照
）

今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
上
記
の

設
計
に
変

更
が
な
い
こ
と

を
確
認
す

る
。

②
不

正
ア
ク
セ
ス
行

為
等
の
被

害
の
防
止
に
つ

い
て

既
工
事
計
画
に

お
い
て
は

，
安
全
保
護
装

置
の
う
ち

，
一
部
デ
ジ
タ

ル
演
算
処

理
を
行
う
機
器

は
，
外
部

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

と
物
理
的

分
離
及
び
機
能

的
分

離
，
外
部
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク

か
ら
の
遠
隔
操

作
防
止
及

び
ウ
イ
ル
ス
等

の
侵
入
防

止
並
び
に
物
理

的
及
び
電

気
的
ア
ク
セ
ス

の
制
限
を

設
け
，
シ
ス
テ

ム
の

据
付
，
更
新
，

試
験
，
保

守
等
で
，
承
認

さ
れ
て
い

な
い
者
の
操
作

及
び
ウ
イ

ル
ス
等
の
侵
入

を
防
止
す

る
措
置
を
講
じ

る
こ
と
で

，
不
正
ア
ク
セ

ス
行

為
そ
の
他
の
電

子
計
算
機

に
使
用
目
的
に

沿
う
べ
き

動
作
を
さ
せ
ず

，
又
は
使

用
目
的
に
反
す

る
動
作
を

さ
せ
る
行
為
に

よ
る
被
害

を
防
止
で
き
る

設
計

と
す
る
こ
と
を

記
載
し
て

い
る
。

「
Ⅴ
-
1
-5
-1
 計

測
装
置

の
構
成
に
関
す

る
説
明
書

並
び
に
計
測
範

囲
及
び
警

報
動
作
範
囲
に

関
す
る
説

明
書
」
（
1,
12
1～

12
5頁

参
照

）
今
回
の
変
更
認

可
申
請
に

伴
い
，
不
正
ア

ク
セ
ス
行

為
等
の
被
害
を

防
止
す
る

設
計
に
変
更
が

な
い
こ
と

を
確
認
す
る
。
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確
認
図
書

名
確

認
結
果

Ⅴ
-1
-5
-
3 
工

学
的
安
全
施
設
等

の
起
動
（
作

動
）
信

号
の
設
定
値
の

根
拠
に
関
す
る
説
明
書

Ⅴ
-1
-5
-
4 
発

電
用
原
子
炉
の
運

転
を
管
理
す
る

た
め
の

制
御
装
置
に
係

る
制
御
方
法
に
関
す
る
説

明
書

•
今
回
の

放
射
線
モ
ニ
タ

の
改
造
に

よ
り
，
原
子
炉

建
屋
ガ
ス

処
理
系
の
作
動

回
路
及
び

起
動
（
作
動
）

信
号
の
設

定
値
に

変
更
が
な
い
こ

と
を
確
認

し
た
。
【
①
】

Ⅴ
-1
-5
-
1 
計

測
装
置
の
構
成
に

関
す
る
説
明
書

並
び
に

計
測
範
囲
及
び

警
報
動
作
範
囲
に
関
す
る

説
明
書

•
今
回
の

放
射
線
モ
ニ
タ

の
改
造
に

よ
り
，
不
正
ア

ク
セ
ス
行

為
等
の
被
害
を

防
止
す
る

設
計
に
変
更
が

な
い
こ
と

を
確
認

し
た
。
【
②
】

原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
３

５
条

安
全
保

護
装

置
】

２
．
確

認
結
果
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原
子
炉
建
屋
換
気
系
（
ダ
ク
ト
）
放
射
線
モ
ニ
タ
の
変
更
認
可
申
請
に
伴
う
影
響
に
つ
い
て

【
第
３

５
条

安
全
保

護
装

置
】

３
．
ま

と
め

・
今
回

の
放
射
線
モ
ニ

タ
の
改
造

に
つ
い
て
，
原

子
炉
建
屋

ガ
ス
処
理
系
を

自
動
的
に

作
動
さ
せ
る
安

全
保
護
装

置
の
構
成
に
変

更
が
な
い

こ
と
を
確
認
し

た
。

・
安
全

保
護
装
置
に
要

求
さ
れ
る

機
能
に
変
更
が

無
い
た
め

，
既
工
事
計
画

で
確
認
さ

れ
た
技
術
基
準

の
適
合
性

に
影
響
を
与
え

な
い
。

・
既
工

事
計
画
で
確
認

さ
れ
た
設

計
を
変
更
す
る

も
の
で
は

な
い
。
ま
た
，

安
全
保
護

装
置
に
関
す
る

基
本
設
計

方
針
に
つ
い
て

も
変
更
が

な
い
こ
と
か
ら

，
審
査
対

象
条
文
と
な
ら
な
い
。
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